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ASEANにおける GXの進捗 

～再エネ導入で進展も、トランジション加速に向けてはさらなる官民連携が不可欠～ 

 

公益財団法人  国際通貨研究所 

経済調査部 主任研究員 福地 亜希 

 

東南アジア諸国連合（ASEAN）では、各国政府が「パリ協定」の枠組みに基づく温室

効果ガス（GHG）削減目標（Nationally Determined Contribution: NDC）の引き上げや達成

時期の前倒しを行うなど野心的な動きがみられる（第 1 表）。ただし、多くの国で高い

レベルでの脱炭素の目標実現には技術や資金面などでの国際支援が不可欠となってい

る。また、各国独自にグリーン成長戦略やエネルギー戦略を策定するなど、目標やロー

ドマップの策定で進展がみられるものの、計画の実施を促進するための規制枠組みやイ

ンセンティブが不十分であり、目標を計画通り実現できるかは不透明との指摘もある1。 

 

第 1表：ASEAN主要国の脱炭素に向けた主な目標 

 

 

ASEAN 地域横断の取り組みとしては、「ASEAN エネルギー協力のための行動計画

（APAEC）フェーズ 2（2021年～2025 年）」に基づき、加盟国が送電線を接続して電力

 
1 Bain & Company, GenZero, Standard Chartered and Temasek (2024) 
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を融通する「ASEAN電力網（APG）」や再生可能エネルギー（以下、再エネ）など 7つ

の分野での協力が進行している2。再エネ分野では、2025 年までに発電設備容量に占め

る再エネの割合を 35％、一次エネルギー総供給量（TPES）に占める再エネの割合を 23％

に高めるなどの目標を設定している。このほか、エネルギー集約度（Energy Intensity: EI）

を 2025年までに 2005年比 32％削減することを目指している。 

2022 年時点の発電設備容量に占める再エネの割合は 33.6％まで上昇し、2025 年には

39.6％と目標を上回る見込みとなっており、2050 年までに 70％への引き上げを目指し

ている（第 1 図）。ただし、再エネの拡大については前向きに評価できるものの、電源

構成全体としてみると、天然ガスの割合が縮小する中、石炭の割合が拡大している点に

ついては留意が必要である（第 2図）。さらに 2022 年時点の TPESは、石油や石炭、天

然ガスといった化石燃料に約 8 割を依存する一方、再エネは 15.6％にとどまる。EI に

ついても 2005年比 24.5％の削減にとどまるなど、いずれも 2025 年までの目標達成は不

透明な情勢となっている。需要の拡大ペースが供給の拡大ペースを上回り、足元にかけ

て化石燃料への依存が高まっているのが現状であり、エネルギー安全保障の観点からも

懸念が示されている3。エネルギー分野での再エネ導入にとどまらず、物流や産業部門、

住宅部門などでの省エネやエネルギー効率化、電気自動車（EV）や水素といった低炭素

技術の活用などを通じたエネルギー消費の抑制・削減などを加速させる必要がある。 

 

第 1図：ASEANにおける電源別発電設備容量の推移 第 2図：ASEANにおける電源別発電設備容量の構成比 

  

 

ASEAN 諸国におけるエネルギー源の化石燃料から再エネへのシフトに向けては、そ

の移行（トランジション）過程で負の影響を受けるセクターへの配慮に加えて、エネル

 
2 APAEC フェーズ 2 における主な協力分野は、①ASEAN 電力網（ASEAN Power Grid: APG）、② ASEAN 横断

ガスパイプライン（Trans-ASEAN Gas Pipeline）、③石炭とクリーンコール技術（Coal and Clean Coal Technology）、

④エネルギー効率と省エネルギー（Energy Efficiency and Conservation）、⑤再生可能エネルギー（Renewable 

Energy）、⑥地域エネルギー政策と計画（Regional Energy Policy and Planning）、⑦民生用原子力（Civilian 

Nuclear Energy）の 7 分野。 
3 ACE (2024b) 
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（注）ACE資料より国際通貨研究所作成
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ギー価格の安定や安定供給の確保などが重要なポイントとされる。ASEAN 諸国への気

候変動関連投資は増加しつつあるものの、必要とされる投資額と実際の投資額との間に

依然として大きな隔たりがある。資金の出し手としては、日本を中心とする二国間のほ

か、ADB、世界銀行グループ（国際開発協会（IDA）、国際復興開発銀行（IBRD））とい

った国際開発銀行が中心となっている（第 3 図）。アジアにおいては、政治・通貨の変

動・信用力など様々なリスク要因がトランジションプロジェクトへの民間資本の参加に

とっての制約要因として指摘されており、今後、膨大な資金需要に対応するためには、

国際機関等によるプロジェクトのリスク軽減措置や官民の資金を組み合わせたブレン

デッド・ファイナンスの活用などが期待されている。 

 

第 3図：ASEANにおける気候変動関連資金の流入状況 

 

 

アジアのエネルギー・トランジション支援を目的とするプラットフォームとしては、

2021年にアジア開発銀行（ADB）が立ち上げた「エネルギー・トランジション・メカニ

ズム（Energy Transition Mechanism: ETM）」のほか、「アジア・エネルギー・トランジシ

ョン・イニシアティブ（AETI）」、「公正なエネルギー移行パートナーシップ（JETP）」な

ど日本をはじめとする主要国が様々な枠組みを創設している。JETP については、パー

トナー国での石炭火力発電所の早期退役の促進、再生可能エネルギーおよび関連インフ

ラへの投資のための支援をドナー国が連携して実施するパートナーシップであり、対象

国は当初の南アフリカから、インドネシア、インド、ベトナムなどに拡大している。 

ブレンデッド・ファイナンスのグローバルなネットワークである Convergence の調査

報告書4では、JETPの問題点として、ドナー国間の連携が不十分であり、複数のドナー

が提示する異なるアプローチや資金調達の条件等によりパートナー国政府が満たすべ

き条件が厳しくなっていることや、完全に商業ベースで資金調達可能なプロジェクトに

も JETPの枠組みでの譲許的資本が投じられていること、規制改革に左右されるため不

確実性が高く、プロジェクトの透明性に欠けること（JETP を通じて投入された資金の

 
4 Convergence (2023) 

0

20

40

60

80

100

120

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

二国間

国際開発銀行

その他多国間ファンド等

民間

（億ドル）

（年）

（注）シンガポール、ブルネイを除く。

（資料）OECD統計より国際通貨研究所作成



4 

 

追跡が困難であること）などが指摘されている。ASEAN における民間資金の効果的な

活用に向けては、ドナー国間および官民の連携強化によるアプローチの調整や民間セク

ターによる資金調達が可能な分野と困難な分野の特定、資金の受け手である各国政府に

は、関連政策や規制に関する透明性の向上、ガバナンス強化などが求められよう。 

以 上 
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